
部局名称 事業名称 細事業名称
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事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部
道路啓開対策事
業費

県単公共事業（道路啓開
対策事業）

530,000 64,000

災害時に孤立化が想定される地域の援
助・救援を行う道路を確保する。
①啓開マップ作成事業（Ｈ２３実施済
み）
②通信手段確保事業（Ｈ２４実施済み）
③啓開基地整備事業
④道路強化事業

防災・減災対策の推
進

県土整備部 県単水防事業費 県単水防事業費 1,500 1,200
・水防計画の作成
・水防資材の補給
・水害統計調査の実施

防災・減災対策の推
進

県土整備部
建築基準法施行
費

建築物地震対策促進事
業費

1,525 1,500

○建築物応急対策
１応急危険度判定士育成事務
２応急危険度判定士の認定・登録事務
３応急危険度判定支援事務
４応急危険度判定の普及啓発
○建築物耐震化普及対策
１建築物耐震化の普及啓発

防災・減災対策の推
進

県土整備部
ユニバーサルハ
ウジング推進事
業費

待ったなし！耐震化プロ
ジェクト

287,763 188,569

近い将来に発生が予想される大地震か
ら県民の命を守ることのできる安全安
心な住まい・まちとするために、耐震化
の普及促進として、木造住宅に対して
以下の補助事業(診断・設計・工事）によ
る支援を行う。
①木造住宅耐震診断等補助事業
②木造住宅耐震補強設計補助事業
③木造住宅耐震補強工事補助事業

防災・減災対策の推
進

県土整備部 河川調査費 県単公共事業 290,000 290,000

・災害を未然に防止するため水防情報
提供事業を行う。（浸水想定区域図作
成）
・事業再評価に係る資料の作成を行う。
・地震発生時の堤防の耐震性検討を行
うため、その基礎調査を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
市町村河川事業
指導監督費

市町村河川事業指導監
督費

1,400 0
市町国補河川事業に対する指導監督
費

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 宮川堰堤管理費 宮川堰堤管理費 7,266 2,638 宮川ダムの管理を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 宮川堰堤維持費 県単公共事業 95,000 26,102

・宮川ダムの各種設備の維持を行う。
・平成２４年５月に被災した宮川ダム
ゲートの災害復旧に併せて、ゲートの
改良整備を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
君ヶ野堰堤管理
費

君ヶ野堰堤管理費 12,672 9,834 君ヶ野ダムの管理を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
君ヶ野堰堤維持
費

県単公共事業 54,600 42,370 君ヶ野ダムの各種設備の維持を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 滝川ダム管理費 滝川ダム管理費 4,505 4,451 滝川ダムの管理を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 滝川ダム維持費 県単公共事業 19,200 18,970 滝川ダムの各種設備の維持を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 ダム対策費 新丸山ダム建設負担金 2,967 2,967

都市化の進展に伴い治水利水事業等
の早急な整備拡充を図るため、新丸山
ダム建設（計画）が進められている。こ
れら事業の円滑な実施を図るためには
調整業務が必要であり、これに要する
経費である。
・堤高122.5ｍ堤頂長382ｍ
・集水面積2,409k㎡
・形式重力式コンクリート

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 ダム対策費
川上ダム関連支援事業
費補助金

4,500 4,500

川上ダム建設に伴い、伊賀市の実施す
る水源地域対策および生活再建対策を
支援し、ダム建設を促進するため、関連
事業に要する伊賀市の経費の一部を
支援する必要がある。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
治水ダム建設事
業費

公共事業 36,380 380

二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾
濫防止と流水の正常な機能の維持を目
的として、鳥羽河内川に治水ダムを建
設するための調査測量等を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 広域河川改修費 公共事業 1,313,145 3,145

・一級河川の指定区間内及び二級河川
の改修事業を実施することにより、洪水
等の災害を防止し、流水の効果的利用
を図る。
・河川の流下能力向上を図るとともに耐
震性能を備えた水門への改築を行う。
・河川の流下能力向上を図るとともに、
東海・東南海・南海地震の発生が懸念
されるため耐震性能を備えた堤防の整
備を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進



県土整備部 広域河川改修費 受託事業 229,651 0
・橋梁架け替えに伴う費用負担
・愛知県や岐阜県と共有する排水機場
の長寿命化計画の策定

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単河川局部改
良費

県単公共事業 880,000 98,000

・一級河川指定区間及び二級河川につ
いて、国庫補助事業の採択規模に満た
ない局部的な改良工事を行う。
・平成２３年９月の台風１２号及び平成２
４年９月の台風１７号等により甚大な被
害を受けた河川の堤防補強、護岸工事
等を行う。
・豪雨による出水安全に流下させるた
め河道掘削等により河道断面の拡大を
図る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
直轄河川事業負
担金

直轄河川事業負担金 2,984,000 0
一級河川指定区間外における河川改
修及びダム建設について、国が直轄施
工する事業に対する負担金。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
河川総合流域防
災事業費

公共事業 383,250 1,250

・流域単位を原則として包括的に水害・
土砂災害の施設整備を行い、豪雨災害
等に対して流域一体となった総合的な
防災対策を推進する。
・住民が的確で安全な警戒避難行動を
とるための情報提供を目的とし水位計
の設置を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
地震・高潮対策
河川事業費

公共事業 521,430 430
・東海・東南海・南海地震の発生が懸念
されており、河口部の堤防・水門・排水
機場の耐震化を図る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
地震・高潮対策
河川事業費

受託事業 20,000 0
愛知県、岐阜県と共有する水門・排水
機場の耐震化を図る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
河川整備交付金
事業費

公共事業 60,957 1,457
河川改修により防災対策を強化し、県
民の安全なくらしの確保と安心できる生
活環境を形成する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 砂防調査費 砂防調査費 51,000 51,000
流域一環の砂防計画作成に要する調
査及び翌年度国補申請に要する調査・
測量を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 国補通常砂防費 公共事業 1,530,850 2,125
土石流等の土砂災害から下流部に存
在する人家等を守るために砂防設備の
整備を図る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 県単通常砂防費 県単公共事業 195,000 13,000

国補事業の対象とならない小規模な施
設の整備により、下流部に存在する人
家、耕地、公共施設等を守るため護岸
工、流路工等を実施する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
国補急傾斜地崩
壊対策費

公共事業 578,630 6,230

急傾斜地崩壊危険区域内の自然崖に
対し、急傾斜地所有者等が防止工事を
行うことが困難又は不適当な場合、都
道府県が擁壁工、排水工及び法面工
等急傾斜地崩壊防止施設の設置その
他の急傾斜地の崩壊を防止する工事を
実施する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単急傾斜地崩
壊対策費

県単公共事業 104,000 200

国補事業の対象とならない小規模な急
傾斜崩壊危険区域内の自然がけに対
し、擁壁工、排水工及び法面工等急傾
斜地崩壊防止施設の設置その他急傾
斜地の崩壊を防止する工事を実施す
る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
直轄砂防事業負
担金

直轄砂防事業負担金 56,000 0

国が直轄施行する砂防事業に対する負
担金
［施行区域］木津川上流部（三重・奈良
県内）揖斐川上流部（岐阜県内）
［事業内容］ダム工、流路工等

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単急傾斜地災
害緊急対策事業
費

県単公共事業 50,000 0

急傾斜地崩壊対策事業により設置され
た施設が被災した場合は、土木施設災
害復旧で、また災害関連緊急事業の採
択基準に合ったものは補助事業として
採択されるが、小規模な崖崩れ等の場
合に緊急な救済措置がないため、地域
住民、人家及び公共施設等に被害の
あった小規模な崖崩れ箇所の緊急的な
対策工事を行い、急傾斜地危険個所の
整備を図り地域住民の安全を確保す
る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
国補砂防等調査
費

国補砂防等調査費 251,100 167,400

土砂災害の防止及び軽減を図るため、
基礎調査を実施し、土砂災害警戒区域
等における土砂災害防止対策の推進
に関する法律（土砂災害防止法）に基
づく区域指定を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
砂防激甚災害対
策特別緊急事業
費

公共事業 556,500 0

土石流等により激甚な災害が発生した
一連地区の荒廃渓流に対し、再度災害
を防止するため、一定期間内に一定計
画に基づく対策工事を実施する。

治山・治水・海岸保
全の推進



県土整備部
特定緊急砂防事
業費

公共事業 84,000 0

土石流等により人的被害、家屋被害等
が発生した一定の地区について、被害
をもたらした同規模の土石流等が再び
発生した場合でも、安全が確保されるよ
う緊急的に施設整備を実施する事業

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 海岸調査費 海岸調査費 80,000 80,000

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等
による被害から未然に海岸を防護し、
国土の保全を図ることを目的とする。海
岸堤防の空洞、地下の実態並びに浜州
の移動状況等の調査を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単海岸局部改
良費

県単公共事業 880,000 75,000

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等
による被害から未然に海岸を防護し、
国土の保全を図ることを目的とする。海
岸保全施設の改良及び補強工事を行
う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
井田海岸緊急保
全事業費

県単公共事業 183,000 15,000
侵食が激しい井田地区海岸を緊急に整
備し、安全性の確保を図る。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
直轄海岸事業負
担金

直轄海岸事業負担金 100,000 0
建設海岸における国の直轄海岸事業
に対する負担金。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
海岸高潮対策
（海岸）費

公共事業 1,063,600 1,600

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等
による被害から未然に海岸を防護し、
国土の保全を図ることを目的とする。海
岸保全施設の改良及び補強工事を行
う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
海岸整備交付金
事業費

公共事業 103,400 1,400
高潮による被害から海岸を防護するた
め、護岸工、離岸堤工、消波工等を行
う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
直轄港湾事業負
担金

直轄港湾事業負担金 141,000 8,000
運輸海岸における国の直轄海岸事業
に対する負担金。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
海岸侵食対策
（港湾）費

公共事業 337,000 1,000
侵食による被害から海岸を防護するた
め、護岸工、離岸堤工、消波工等を行
う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
海岸高潮対策
（港湾）費

公共事業 301,000 1,000
高潮による被害から海岸を防護するた
め、護岸工、離岸堤工、消波工等を行
う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
道路災害関連事
業費

公共事業（防災対策事
業）

66,769 385
再度災害を防止するため、災害復旧事
業費に改良費を加えて実施する改良事
業。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
橋梁災害関連事
業費

公共事業 1,761 881
再度災害を防止するため、災害復旧事
業費に改良費を加えて実施する改良事
業。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
河川災害関連事
業費

公共事業（防災対策事
業）

132,861 431
再度災害を防止するため、災害復旧事
業費に改良費を加えて実施する改良事
業。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
河川災害助成事
業費

公共事業 162,957 479
再度災害を防止するため、災害復旧事
業費に改良費を加えて実施する改良事
業。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
砂防災害関連事
業費

公共事業（防災対策事
業）

100,295 148
再度災害を防止するため、災害復旧事
業費に改良費を加えて実施する改良事
業。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
河川海岸管理事
業費

河川海岸管理事業費 2,747 -378,878
官民境界調査及び登記の整理、水質
事故対策、家電リサイクル法に基づく不
法投棄物の処理

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
河川台帳整備事
業費

河川台帳整備事業費 7,558 7,558
河川法上義務付けられている河川現況
台帳を整備するものである。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単河川環境整
備事業費

県単公共事業 6,000 4,000

三滝川の河川敷地には戦後の混乱期
に建設された住宅が存在し河川管理を
するうえで障害となっているため、家屋
等工作物の移転を行い河川環境を整
備する。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
砂利等採取関係
取締費

砂利等採取関係取締事
務費

544 -2,401

砂利採取法、採石法に基づく業者登
録、採取計画認可、資格取得試験及び
採取場指導監督を行う。また、土の採
取に伴う土砂の崩壊、流出等による災
害防止と採取跡地の整備を図ることに
より、関係住民の安全の保持と環境保
全に資する。その他、土砂災害特別警
戒区域内の特定開発行為許可を行う。

治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部 海岸台帳整備費 海岸台帳整備費 3,726 -39,467 海岸保全区域台帳の整備を行う。
治山・治水・海岸保
全の推進

県土整備部
県単道路交通安
全対策費

県単公共事業 342,000 223,000

交通安全施設の整備を行い交通事故
の防止と交通の円滑化を図る。
（一種事業）交差点改良、自歩道の設
置等
（二種事業）道路標識等、交通安全施
設の設置

交通安全のまちづく
り



県土整備部
地方特定道路整
備（交通安全）事
業費

県単公共事業 285,000 0
交通安全施設の整備を行い、交通事故
の防止と交通の円滑化を図る。

交通安全のまちづく
り

県土整備部
道路維持交付金
事業費

公共事業（社会資本整備
総合交付金事業）

370,248 898
社会資本整備重点計画を補完し交通の
円滑化を図る。

交通安全のまちづく
り

県土整備部 管理費 建設副産物情報管理費 1,118 1,118

・公共事業から発生する建設副産物
（建設発生物、建設発生土）の再利用を
図るため、建設副産物の情報を一元的
に管理するシステムを利用し、より一層
の建設副産物のリサイクルを推進する
とともに、環境先進県づくりの積極的な
取り組みを行う。
・建設物等の解体・新築により発生する
特定建設資材（コンクリート塊、アスファ
ルト・コンクリート塊、建設発生木材）に
ついて、分別解体及び再資源化を促進
させ、建設資源循環型社会の推進を行
う。

廃棄物総合対策の
推進

県土整備部 管理費
放置自動車撤去推進事
業費

231 231

道路、河川、海岸、港湾、県営住宅な
ど、県土整備部所管の県有地又は県の
管理する土地に放置されている放置自
動車を、三重県生活環境の保全に関す
る条例に基づき撤去を進める。（なお、
一部、条例以外の他の手続きにより撤
去する場合も含む）

廃棄物総合対策の
推進

県土整備部
市町村下水道事
業指導監督費

市町村下水道事業指導
監督事務費

14,645 0

市町が実施する公共下水道、都市下水
路事業の指導監督（国補事業の交付申
請等の審査、額の確定、その他補助金
の交付に関する事務）に要する経費

大気・水環境の保全

県土整備部 下水道事業諸費
下水道普及率ジャンプ
アップ事業費

552,501 552,501

遅れている下水道の整備促進を図り下
水道普及率の向上を図るために、市町
村の単独事業費に対し、助成を行なう
必要がある。平成７年度から１２年度ま
での各年度に実施される単独事業費の
うち、平成３年度から平成７年度までの
平均値を上回る地方債に係る元利償還
額から交付措置税相当額を除いた額を
助成する。なお、平成３年から平成７年
度までの下水道標準負担額に対する超
過率が県平均を上回る市町村において
は、平成９年度から１２年度までの各年
度に実施される市町村単独事業費のう
ち、平成３年度から平成７年度までに実
施された単独事業費の平均値に補正値
を乗じた額を上回る部分に係る地方債
の元利償還額から交付税措置相当額
を除いた額を助成する。

大気・水環境の保全

県土整備部
流域下水道事業
費

流域下水道事業特別会
計繰出金

1,786,718 1,786,718
流域下水道事業特別会計の維持管理
費用、建設費用、公債費用への繰出
金。

大気・水環境の保全

県土整備部 下水道事業諸費
同和地区公共下水道事
業助成金

30,486 30,486

遅れている同和地区の下水道整備の
促進を図るために、国の財政上の特別
措置が講じられない事業に対し助成を
行う必要がある。平成９年度から平成１
３年度内の実施事業にかかる地方債の
元利償還額に対し、市町村の負担額が
国の財政上の特別措置と同等となるよ
うに助成する。

人権が尊重される社
会づくり

県土整備部
住環境整備事業
費

住環境整備事業費補助
金

31,892 10,638
市町が実施する住環境整備事業に対
し、県費補助を行う。

人権が尊重される社
会づくり

雇用経済部
四日市港関係諸
費

四日市港振興事業費 1,926,896 1,926,896

四日市港管理組合が行う岸壁の改良、
護岸の改修および臨港道路の整備等
の事業に対して負担金を支出すること
により、背後圏産業を物流面から支え
る港づくりを促進します。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 道路調査費 道路調査費 30,000 30,000
道路事業の実施計画策定のため、測
量、設計、経済効果調査等を実施す
る。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
国補道路交通調
査費

国補道路交通調査費 20,000 13,334
地域の幹線道路網の整備計画を策定
する。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
高規格幹線道路
建設促進費

高規格幹線道路等用地
取得対策費（受託）

158,440 0
高速道路の建設に伴う用地測量等を中
日本高速道路株式会社から受託し、当
事業の迅速かつ円滑な遂行を図る。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
高規格幹線道路
建設促進費

高規格幹線道路等用地
取得対策費

85,000 0
高規格幹線道路建設に伴う用地事務を
中日本高速道路株式会社より受託し、
当事業の迅速かつ円滑な遂行を図る。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
高速道路関連施
設整備対策事業
費

県単公共事業 320,000 26,000

高速道路に関連して新たな整備が必要
な砂防施設等の整備を、高速道路の供
用に合わせ一体的に実施し、円滑な高
速道路事業の推進を図る。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
直轄道路事業負
担金

直轄道路事業負担金 13,859,000 8,000
三重県内で執行される国の直轄道路事
業について、道路法等の規定に基づ
き、その費用の一部を負担する。

道路網・港湾整備の
推進



県土整備部
市町村道路事業
指導監督費

市町村道路事業指導監
督事務費

9,154 0
市町が実施する国庫補助事業の補助
申請から額の確定に至るまでの、国か
ら委任を受けた事務

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 国補道路改築費 公共事業 3,045,500 0
県管理道路の道路及び橋梁の改築を
行い、幹線道路網の整備を行う。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 県単道路改築費 県単公共事業 735,000 99,000
国庫補助事業の対象とならない小規模
な道路の改良及び橋梁整備を行う。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 県単道路改築費 受託事業 2,000 0
県単道路改築費に係る他団体からの受
託事業

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
防衛施設周辺整
備費

公共事業 100,000 25,000 防衛施設周辺地域の道路改良
道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
地方特定道路整
備（改築）事業費

県単公共事業 3,854,000 0

・地域が緊急に対応しなければならない
課題に応えて早急に必要がある幹線道
路網他の整備を行う。
・橋梁耐震対策を中心に、緊急輸送道
路に指定されている県管理道路の整備
により、災害時の地域孤立を防ぎ、救
助救援、緊急物資輸送手段の確保、生
活復興の基盤となる「命の道」の整備を
図る。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
地方特定道路整
備（改築）事業費

受託事業 47,954 0
地方特定道路整備（改築）事業費に係
る他団体からの受託事業

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
道路整備交付金
事業費

公共事業（社会資本整備
総合交付金事業）

5,331,459 5,659

・地域の道路ネットワークを形成する県
管理道路の整備により、県民生活の利
便性等の向上、防災機能を備えた安全
な交通を確保する。
・緊急輸送道路に指定されている県管
理道路の整備により、災害時の地域孤
立を防ぎ、救助救援、緊急物資輸送手
段の確保、生活復興の基盤となる「命
の道」の整備を図る。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
道路整備交付金
事業費

公共事業（社会資本整備
総合交付金（広域連携）
事業）

94,500 0
広域的な経済活動等に不可欠な公共
施設を集中的に整備することにより、地
域の自立及び活性化を支援する。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
道路整備交付金
事業費

受託事業 37,000 0
道路整備交付金事業費に係る他団体
からの受託事業

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
道路整備交付金
事業費

公共事業（防災・安全交
付金事業）

1,228,606 2,406

・地域の道路ネットワークを形成する県
管理道路の整備により、県民生活の利
便性等の向上、防災機能を備えた安全
な交通を確保する。
・緊急輸送道路に指定されている県管
理道路の整備により、災害時の地域孤
立を防ぎ、救助救援、緊急物資輸送手
段の確保、生活復興の基盤となる「命
の道」の整備を図る。
・高規格幹線道路等と一体となった県
管理道路の整備により、産業・医療・防
災・観光等の広域的な交流や効率的な
物流による県内外との連携を図る。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 港湾調査費 港湾調査費 10,000 10,000
港湾の各種調査及び公有水面埋立申
請書作成、並びに海図の補正を行う。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 港湾審議会費 港湾審議会費 457 457 港湾審議会開催に要する経費
道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 国補港湾改修費 公共事業 272,800 1,000
重要港湾、地方港湾の水域施設、外郭
施設、係留施設又は臨港交通施設の
建設改良

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 県単港湾改修費 県単公共事業 48,000 39,000
国庫補助の対象とならない港湾施設の
改修を行う。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 港湾整備事業費
港湾整備事業特別会計
繰出金

73,223 73,223
港湾整備事業特別会計にかかる公債
費用への繰出金

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
公共土木施設維
持管理費

県単公共事業 8,155,224 1,742,413

【目的】公共土木施設管理者責任の遂
行
【内容】県管理の各種公共土木施設（河
川・砂防・港湾・海岸・道路）の維持管理
に係る諸費用→施設の巡回パトロール
から老朽化に伴う劣化修繕への対応実
施費用（義務的経費）
【効果】供用中の各種公共土木施設を
常時良好な状態に保つことにより、県民
の日常生活の安定に寄与し、満足度の
維持向上が図られる。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
公共土木施設維
持管理費

受託事業 8,000 0
県管理の河川堤防と兼用している市道
の除草業務

道路網・港湾整備の
推進



県土整備部 道路台帳整備費 道路台帳整備費 10,000 10,000
道路施策及び地方交付税の基礎資料
となる道路台帳の整備

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 道路施設管理費 道路施設管理費 89,666 85,716

・道路照明等の維持管理
・道路情報の収集及び通行規制
・トンネル電話使用料等
・道路賠償責任保険等への加入

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
土木施設パト
ロール費

土木施設パトロール事務
費

1,240 1,240

・土木施設パトロール員に必要な被服
等の消耗品費
・再任用職員にかかる雇用保険料事業
主負担分

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
県単災害防除施
設費

県単公共事業 554,800 67,800
切土、盛土の法面等危険箇所の整備を
行う。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
石油貯蔵施設立
地対策等交付金
事業費

公共事業 20,000 0

石油貯蔵施設に伴う周辺施設（防災道
路）の舗装部分の補修を行い、被災時
における円滑な消防活動を行うための
道路の整備を行う。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
道路維持交付金
事業費

公共事業（防災・安全交
付金事業）

1,555,454 5,586

・社会資本整備重点計画を補完し交通
の円滑化を図る。
・切土、盛土の法面等危険箇所の整備
を行う。
・橋梁の耐震及び修繕事業を行う。
・道路管理上、補修が必要な箇所の舗
装整備を行う。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 港湾管理費 港湾管理費 25,614 -41,776

【目的及び効果】港湾海岸施設の維持
管理経費
【内容】各港の港湾施設の照明灯電気
料金、修繕料等ＳＯＬＡＳ条約に伴う港
湾施設内での不法行為の防止

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部 港湾統計調査費 港湾統計調査事務費 1,873 64
港湾の利用状況を明らかにし、港湾の
開発利用及び管理に資することを目的
とする。

道路網・港湾整備の
推進

県土整備部
都市計画審議会
費

都市計画審議会費 1,523 1,523

三重県都市計画審議会開催に要する
経費本審議会４回開催
●根拠法令
都市計画法第77条

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
市町村都市計画
事業指導監督費

市町村都市計画事業指
導監督事務費

4,187 0
市町村都市計画事業の指導監督事務
に要する経費

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
基本都市計画策
定事業費

総合都市交通体系調査
費

17,411 11,711

総合都市交通計画を検討するため、都
市計画法第６条基礎調査の一環とし
て、三重県内を４つの都市圏に分けて
パーソントリップ調査を実施する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
都市計画策定事
業費

都市計画策定事業費 3,992 3,992

計画的なまちづくりを推進するため、都
市計画に関する調査・研究を行い、所
要の都市計画を策定する。
①公聴会等の開催経費
②都市計画公園見直しガイドライン策
定業務
③都市計画担当者研修会経費

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
全国「みどりの愛
護」のつどいプロ
ジェクト事業費

全国「みどりの愛護」のつ
どいプロジェクト事業費

38,743 38,743
都市緑化意識の高揚等を目的とする
『全国「みどりの愛護」のつどい』を開催
する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
復興都市計画清
算事業費

都市計画土地区画整理
事業清算基金積立金

504 0
三重県都市計画土地区画整理事業清
算基金の基本運用利子の積立

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
土地区画整理交
付金事業費

土地区画整理事業費 134,541 608

区画整理事業地内の都市計画道路に
おいて、区画整理事業と一体的に整備
することにより、地域住民の日常生活の
安全性若しくは利便性の向上、又は快
適な生活環境の確保を図る。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 県単街路事業費 県単公共事業 9,500 750

本事業は、補助事業箇所の支援事業と
して、補助対象とならない取り付け道路
など本線に関連する施設の整備を行な
い、補助事業の円滑な推進を図る。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 県単街路事業費 受託事業 14,000 0
街路事業の施行に伴う、電線・水道管
等の設置に係る受託事業

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 街路調査費 街路調査費 12,990 12,990

街路事業の立上げにあたり、測量、調
査、設計を行い、計画決定変更の有
無、事業認可図書の作成及び住民へ
の計画発表等を完了し、円滑な事業実
施を図る。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
ウォークギャラ
リー整備事業費

県単公共事業 7,000 834

県管理街路のうち、利用者の多い駅前
道路や公共施設へのアクセス道路等に
ついて、電線類の地中化や歩道のグ
レードアップ等を適宜実施し、快適でゆ
とりある都市空間を創出する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
交通結節点周辺
バリアフリー改善
事業費

県単公共事業 5,000 167

駅等の交通結節点周辺における道路
施設（駅前広場、バス停車帯、駐車施
設、主要道路等）について、バリアフ
リーの観点から必要な施設や改良すべ
き点を調査すると共に駅と周辺観光点
などを結ぶ歩道について、段差解消、
視覚障害者誘導用ブロック、電線類地
中化等の整備を行う。

快適な住まいまちづ
くり



県土整備部 国補街路事業費 公共事業 204,687 354

公共施設の整備等に関し、又は地域の
自然的若しくは社会的特性に即して、地
域住民の日常生活の安全性若しくは利
便性の向上又は快適な生活環境の確
保を図るため、一定の地域において一
体的に行う事業。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
無電柱化推進事
業費

公共事業 10,583 417

電線類の地中化を図るとともに、道路
の地下空間を活用して、光ファイバーや
電力線などをまとめて収容するもので
あり、安全で快適な通行空間の確保、
都市景観の向上、都市災害の防止など
を図る。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
地方特定道路整
備（街路）事業費

県単公共事業 32,600 834

緊急課題に対応し早急に整備する必要
があり、かつ補助事業と一体的に整備
することが効果的な道路で、概ね２～３
年以内で事業効果が発現できるもの。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
街路整備交付金
事業費

公共事業 1,286,924 2,991

公共施設の整備等に関し、又は地域の
自然的若しくは社会的特性に即して、地
域住民の日常生活の安全性若しくは利
便性の向上又は快適な生活環境の確
保を図るため、一定の地域において一
体的に行う事業。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 国補公園事業費 公共事業 346,553 3,653

都市公園事業補助事業計画に基づき
県営公園を整備し、県民にスポーツと
憩いの場を提供する。北勢中央公園の
整備を行う。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
県単公園維持管
理費

県単公共事業 253,414 251,273
県営公園の開園区域を中心に、安全で
快適に利用できるように維持管理を行
う。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
都市公園等一体
整備促進事業費

県単公共事業 10,150 150
県営公園を整備することにより、県民に
スポーツや憩いの場を提供する

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
直轄公園事業負
担金

直轄公園事業負担金 160,000 0

国営公園木曽三川公園において、都市
公園法に基づきその設置費用の一部を
負担し、愛知、岐阜、三重、三県の住民
にスポーツ・レクレーションの場を提供
する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
屋外広告物行政
費

屋外広告物対策費 9,569 -32,349

美観風致を維持し、公衆に対する危害
の防止を図るため、屋外広告物の規
制・誘導を行う。
①屋外広告物の啓発、指導、取締り
②屋外広告物審議会の開催
③非常勤嘱託員の直接雇用（建設事務
所で行う違反広告物の監視、指導、そ
の他許可台帳等書類整理業務）

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
美しい景観づくり
推進事業費

みえの景観づくり推進事
業費

1,722 1,722

県民や事業者、行政職員の良好な景観
づくりへの意識高揚を図るとともに、市
町が行う景観施策の実現のための支援
を行う。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
美しい景観づくり
推進事業費

みえの眺望景観等保全
創出事業費

2,150 2,150

世界遺産熊野川の周辺地域及び東紀
州地域における眺望点から見える範囲
を世界遺産のある地域に相応しい景観
となるよう保全を図り、観光振興等を図
る。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
まちづくり協働支
援事業費

まちづくり協働支援事業
費

430 430

道路整備や河川整備など、県が実施す
る社会資本整備において、住民参画の
ためのガイドラインに基づき、事業の構
想、計画、実施、維持管理の各段階に
おいて、住民との情報共有、対話、協働
の取組を実践する。そのため、社会資
本整備における県民との協働にかかる
各種研究や普及啓発、住民参画の実
践に対する支援を行う。更に、地域主体
のみちづくり活動を支援していくことによ
り、住民満足度の高い社会資本整備に
つなげていく。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
景観まちづくりプ
ロジェクト事業費

県単公共事業 40,000 3,000

地域固有の風景や歴史的まち並みなど
美しい景観で地域の魅力を向上する
「街道文化」に着目し、三重県内の街道
を軸とした地域において、地域住民と市
町が協働でみえの文化力を活かした
「住んで良し、訪れて良し」の景観まち
づくりをすすめるなかで、まちの骨格を
構成する道路や河川等の県有施設に
おける修景整備等のハード施策として
景観に配慮した公共事業を実施する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
熊野古道道路景
観整備事業費

県単公共事業 3,600 600

熊野川左岸の県道及び熊野古道と県
管理道路が重複している区間につい
て、世界遺産を有する地域に相応しい
景観になるよう道路施設の修景を行
い、観光振興等につなげる。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
建築基準法施行
費

建築基準法市町交付金 744 0
建築確認申請書及び許可申請書の市
町経由事務（窓口業務）に対する交付
金。

快適な住まいまちづ
くり



県土整備部
建築基準法施行
費

建築基準法施行事務費 23,907 -31,901
建築基準法の施行に必要な経費構造
計算書偽造問題への対応に要する経
費。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
建築基準法施行
費

指定道路図等作成調査
事業費

27,254 0

建築基準法施行規則等の一部を改正
する省令に基づき建築基準法第４２条
第２項の道路など指定した路線毎の道
路の位置・種類を明示した台帳（指定道
路図、指定道路調書）の作成、整備を
委託する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 建築士法施行費 建築士法施行事務費 479 479 建築士審査会の運営等に必要な経費
快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
宅地建物取引業
法施行費

宅地建物取引業法施行
事務費

4,690 -16,774

１宅地建物取引業の免許業務
２宅地建物取引主任者の登録事務
３宅地建物取引業に係る苦情処理
４不動産関係機関連絡会議
５宅地建物取引にかかる注意事項の啓

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 開発管理費 開発管理事務費 1,282 -14,991

都市計画法等の法令に基づく規制によ
り、都市の計画的市街地化を図り、また
公共施設の整備された、かつ安全な宅
地造成を求め、一定水準を保った宅地
供給によりまちづくりに寄与する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 開発管理費
開発管理システム電算
関係経費

1,686 0

三重県における民間開発計画を、健全
な都市環境の整備と維持及び安全な宅
地供給を図る目的に整合させるため、
開発許認可事務を統合する電算システ
ムを構築し、適正な管理を行うことで事
務の効率化・省力化を進め、県民サー
ビスの向上を図る。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
市町建築指導監
督費

市町建築指導監督事務
費

1,480 0
建築基準法に基づく施行者（市町）に対
する指導監督、報告書の提出及び実地
検査

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 建物統計調査費 建物統計調査事務費 883 0
建築物の実態を調査し、住民等に関す
る行政資料を得るため国土交通省から
委託された統計調査。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
住宅金融支援機
構費

住宅金融支援機構事務
費

100 0

独立行政法人住宅金融支援機構から
委託を受け、独立行政法人住宅金融支
援機構の融資を受けて建設した災害復
興建築物又は被災建築物について、建
築基準法その他の建築関係法令に基
づいているか審査を行う。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
低炭素化促進法
施行費

低炭素化促進法施行事
務費

272 -408
低炭素建築物新築等計画認定等の施
行に必要な経費

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 公営住宅管理費 公営住宅管理事務費 591,179 -208,468
公営住宅法等の規定により、県が建設
した公営住宅・特定公共賃貸住宅及び
共同施設の維持管理に必要な経費

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
市町住宅事業指
導監督費

市町住宅事業指導監督
事務費

6,570 0
公営住宅法に基づく施行者（市町）に対
する指導監督、報告書の提出及び関係
物件等の実地検査

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
特定優良賃貸住
宅供給促進事業
費

特定優良賃貸住宅供給
促進事業費補助金

80 80

優良住宅の供給と既存住宅の居住水
準の向上を図るためには、居住水準未
満の割合の特に高い民間賃貸住宅に
ついて対策を講じる必要がある。そこ
で、市街地内の民間所有土地を活用し
た優良な賃貸住宅（特定優良賃貸住
宅）の供給を促進するため、平成６年度
に県補助制度を創設したところであり、
引き続き今年度も民間事業者に対し
て、関係市を通じ、国庫補助と連動して
県補助（家賃補助）を行う。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
ユニバーサルハ
ウジング推進事
業費

住情報・相談体制ネット
ワーク化事業費

1,518 761

住宅についての情報提供・共有化を行
う事業であり、地域の専門家をアドバイ
ザー等として養成するとともに、情報提
供手段としてのパンフレットの印刷等を
行う。
①耐震・バリアフリー分野（継続事業）
②被災者住宅支援体制緊急構築事業
（復旧・復興分野。新規細々事業）上記
取組を特に住宅復旧・復興分野で行う
ものである。東日本大震災や紀伊半島
大水害等で住宅復興の課題が顕在化
している。災害からの住宅復興が短期・
円滑に行えるよう、これらの課題を検討
し、対策について事例集・手引化等し
て、市町職員・地域の専門家間で情報
共有を図る。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
ユニバーサルハ
ウジング推進事

長期優良住宅費 276 -3,837
長期優良住宅建築等計画の認定に必
要な経費

快適な住まいまちづ
くり



県土整備部
被災者住宅復興
資金貸付金利子
補給事業費

被災者住宅復興資金貸
付金利子補給事業費

1,888 1,888

●目的平成２３年９月の台風１２号で県
内に甚大な被害が発生したため、住宅
の再建・補修に要する経費の一部を県
が補助し、被災者の生活安定に資する
ことを目的とする。
●制度概要独立行政法人住宅金融支
援機構の「災害復興住宅融資」及びそ
の他の金融機関からの借入金（住宅の
建設・購入の場合、耐火・準耐火1,460
万円、木造1,400万円、住宅の補修の場
合、耐火、準耐火640万円、木造590万
円を限度とする。）を対象に利子（借り
入れ日における機構の災害復興住宅
融資の貸付利率を限度とする））の３分
の２に相当する額を補助する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
三重県居住支援
連絡会事業費

三重県居住支援連絡協
議会事業費

3,394 0

あんしん賃貸支援事業（居住支援協議
会が行う民間賃貸住宅等への入居の
円滑化に係る活動の支援に関する事
業）にかかる経費

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
住生活総合調査
費

住生活総合調査費 2,905 901

住生活基本法に基づき策定される県住
生活基本計画等の基礎資料を得るた
めに国土交通省が実施する全国的な
統計調査について、本県分を受託実施
する(拡大調査なし)。なお、収集した資
料については、５年ごとに見直される県
住生活基本計画やみえ県民力ビジョン
等の県レベルの計画の基礎資料とす
る。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部
危険住宅対策事
業費

危険住宅対策事業費補
助金

644 644

災害の未然防止を図るため、がけ地の
崩壊等による自然災害のおそれの高い
土地から居住者自身の自助努力による
住宅の移転を支援し、国民の生命の安
全を確保する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 公営住宅建設費 公共事業 194,330 75,142

・既設県営住宅の高齢者仕様住戸改善
を実施し、高齢者の自立をサポートする
ことにより、安全で安心な住環境の整備
を図る。
・千里、笹川団地等の外壁の補修改修
及び安全確保工事を実施し、長寿命化
型改善の整備を図る。
・曙団地の解体工事を実施する。

快適な住まいまちづ
くり

県土整備部 管理費
公共事業電子調達シス
テム事業費

144,652 36,387
ＣＡＬＳ／ＥＣ実現のため、公共事業電
子調達システムを運用管理するととも
に、次期システムの構築を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費
公共工事進行管理シス
テム事業費

6,613 0

・CALS/EC実現のため電子調達、設計
積算、統合DB、GIS、財務、電子決裁な
どのシステムと連携可能な新公共工事
進行管理システムを運用管理する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 ＣＡＬＳ／ＥＣ推進事業費 5,956 5,956

公共事業におけるＩＴ化の推進（ＣＡＬＳ
／ＥＣ）を図るため、市町及び受注者へ
向けた普及・啓発研修会を開催する。Ｃ
ＡＬＳ／ＥＣの更なる普及と業務効率化
を実現させるため、情報共有実証実験
を行う。また、職員のＣＡＬＳ／ＥＣに対
する知見・技能を習得させるための職
員研修を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費
公共事業支援統合情報
システム事業費

4,756 3,898

公共事業情報統合データベースはＣＡＬ
Ｓ／ＥＣの中核に位置するシステムであ
り、平成２４年度にシステム更新を行
い、平成２５年度より５年間の継続運用
を図る。ＣＡＤ、電子納品支援ソフトは電
子納品の推進に不可欠なソフトウェアで
あり、平成２５年度以降も継続保守を行
う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費
公共工事設計積算シス
テム事業費

43,952 0
・CALS／EC実現のため、公共工事設
計積算システムの運用管理を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 設計単価等調査費 7,320 320
公共土木工事の予定価格算出に用い
る労務単価、資材単価の実勢価格調査
を実施する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 管理事務費 252,980 242,773
県土整備部内の共通経費県土整備部
業務補助職員の賃金、社会保険料等
政策開発経費

公共事業推進の支
援



県土整備部 管理費
公共工事総合評価落札
方式運用費

3,397 2,573

三重県公共工事等総合評価意見聴取
会は、三重県及び県内の市町が発注す
る工事並びに調査・設計等業務を総合
評価方式で行おうとするとき、地方自治
法施行令第167条の10の2第4項に基づ
いて、学識経験者等の意見を円滑かつ
効果的に聴取するための会である。こ
の意見聴取会の運営、議事録の作成
等とともに、入札制度の検証業務の委
託を行う。

公共事業推進の支
援

県土整備部
関係団体補助及
び交付金

関係団体補助及び交付
金

4,779 4,779 県土整備部関係各団体への負担金
公共事業推進の支
援

県土整備部
公共用地取得対
策費

公共用地取得対策費 402,065 402,065
土地開発公社に対する各建設事務所
の用地取得事業委託

公共事業推進の支
援

県土整備部 登記対策費 登記対策事務費 19,212 19,212

登記事務嘱託員の報酬過年度に行っ
た登記の訂正のための測量登記事務
過年度用地買収業務に係る法的処理
の相談

公共事業推進の支
援

県土整備部 登記対策費 未登記処理対策事業費 722 722
登記されていない県道用地（取得状況
が判明しない道路敷地）の測量、登記
にかかる事務

公共事業推進の支
援

県土整備部 登記対策費 未登記対策推進事業費 12,505 12,505

過年度未登記土地解消のための調査、
測量登記事務、研修過年度未登記処
理業務にかかる法的処理（時効取得自
治会所有地の共有名義の名義変更等）
の相談

公共事業推進の支
援

県土整備部 公有財産管理費 公有財産管理事務費 2,084 -2,423

道路の新設改良、河川改修または海岸
堤防の新設により発生した廃道・廃川・
廃浜敷等の普通財産の管理・処分及び
国土交通省所管法廷外財産の適正な
管理

公共事業推進の支
援

県土整備部 公有財産管理費
公有財産管理関係事務
費

81,077 81,077
目的財産の管理等にかかる管理嘱託
員の人件費

公共事業推進の支
援

県土整備部
公有地拡大推進
法施行費

公有地拡大推進法施行
事務費

59 59

公有地の拡大の推進に関する法律第２
章にかかる都市計画区域内の土地及
び都市計画施設の区域内の土地の先
買いに関する事務（届出、申出）を処理
する

公共事業推進の支
援

県土整備部
土地収用法事業
認定費

土地収用法事業認定事
務費

453 -21

市町等が公共の利益となる事業に必要
な土地を、土地収用法に基づいて用地
取得をするために行う事業認定申請
（知事認定）に対して、同法第２０条に基
づく事業認定を行う

公共事業推進の支
援

県土整備部
公共事業用地先
行取得資金貸付
金

公共事業用地先行取得
資金貸付金

3,500,000 0

公共事業を円滑に行うために不可欠で
ある用地取得を推進するための資金を
三重県と地開発公社へ貸し付ける。こ
のことにより、用地事務が平準化され、
事業の早期完成が期待される。

公共事業推進の支
援

県土整備部
公共事業評価シ
ステム事業費

公共事業評価システム
事業費

8,559 8,543

公共事業の効率性と実施過程の透明
性の向上を図るため、事前・事中・事後
の各評価システムによる一体的に機能
した評価サイクルとして公共事業評価
制度を構築している。
１．事前評価公共事業評価システムを
適用し、次年度当初予算編成時の優先
度を決定している。
２．事中・事後評価「三重県公共事業評
価審査委員会」を設置し、公共事業の
再評価・事後評価を行うことで効率的な
事業の推進を図っている。

公共事業推進の支
援

県土整備部 建設統計調査費 建設統計調査事務費 990 0 建設工事及び建設業の実態調査統計
公共事業推進の支
援

県土整備部
建設業指導監督
費

建設業指導監督事務費 63,130 -58,227

・建設業法に基づく許可、経営事項審
査事務・三重県建設工事紛争審査会に
かかる事務・その他建設業法の施行に
かかる事務・浄化槽法に基づく工事業
者の登録・公共工事の入札・契約の指
導・建設業異業種転換促進に係る建設
業経営多角化支援

公共事業推進の支
援



県土整備部
建設業指導監督
費

公共工事発注支援シス
テム推進事業費

2,570 2,396

公共工事の入札・契約制度について、
より一層透明性、競争性の確保が重要
な課題となっており、各建設企業の技
術的適性等を総合評価する目的で、財
団法人日本建設情報総合センター（公
共工事の実績、測量調査設計業務実
績）と財団法人建設業技術者センター
（企業情報・技術者専任確認結果）が
データベースを構築し、情報提供してい
る。本県においてもこのシステムを導入
し、使用している。

公共事業推進の支
援

県土整備部 営繕費 営繕事務費 4,396 4,396

営繕工事の設計単価等の管理や、技
術・知識の向上研修を行い、県有施設
の各種営繕工事を効率的・効果的に実
施するとともに、各県有施設管理者に
対し的確な技術支援を行うことにより、
県有施設の適正な維持管理に寄与す
る。また、ＩＳＯ９００１に基づく品質マネ
ジメントシステムを自主運用することに
より、高品質で透明性の高い公共調達
を実現する。

公共事業推進の支
援

県土整備部 検査管理事務費
検査及び検査員研修事
務費

96,411 96,411

・契約の適正な履行を確保するための
通常業務としての工事検査（地方自治
法第234条の2①）・検査基準等の技術
面の統一化に向けた管理システムの構
築・新任検査員の資質向上を図るため
の中央研修会への参加等・実地検査外
部委託

公共事業推進の支
援

県土整備部 管理費 人件費 5,462,567 5,436,944 県土整備部職員の人件費 人件費

県土整備部 宮川堰堤管理費 人件費 68,095 24,719

・宮川ダムの維持管理・上記にかかる
県土整備部職員の人件費
●負担区分、財源積算
県（治水）３６．３％企業庁（利水）６３．
７％

人件費

県土整備部
君ヶ野堰堤管理
費

人件費 62,654 48,620

・君ヶ野ダムの維持管理・上記にかかる
県土整備部職員の人件費
●負担区分、財源積算
県（治水）７７．６％企業庁（利水）２２．
４％

人件費

県土整備部 滝川ダム管理費 人件費 8,276 8,177

・滝川ダムの維持管理・上記にかかる
県土整備部職員の人件費
●負担区分、財源積算
県（治水）９８．８％伊賀市（利水）１．
２％

人件費

県土整備部
土木施設パト
ロール費

人件費 926,241 376,241
土木施設のパトロール、軽微な維持補
修にかかる県土整備部職員の人件費

人件費

県土整備部 管理費 交際費 200 200
県土整備部長がその職務を遂行するう
えで、必要とする慶弔費、催事参加の
ための経費

その他


